
Ⅰ　はじめに

1982040082.TIF

•-—' →研究ノート

フランス・マグレブ間における労働移動

—―アルジェリアにおける労働力存在形態＿
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I はじめに

本稿はフランス・マグレブ間における労働力移動の某

本的構造とその要因を解明することを目的（注 l'＇とし，―i

として独立後アルジェリアの移民労働者排出要因を人ll

増加と雇用創IItlとの関連において考察するも (l)であるっ
ところで，フランス・マグレブ間の労働力移動を考察

する場合，労働力移動の動向と労働力移動の内在的規定

要因が提起する問題を各々区分してとりあつかう必要が

あろう。というのは労働力移動の動向を分析する場合に

は，移民需要国側における移民労働者のプル・ファク勺

- (pull factor, 吸引要因）とマグレプ諸国ならびにヨ

ーロッパ周辺部諸国における移民労働知のプッシュ・フ

アクター (pushfactor,排出要因）の絡み合いを分析の

対象としなければならない。しかし，労働力移動の内在

的規定要因そのものを解明する場合には，プル・ファク

ターの作動を可能とする移民供給国側のプッシュ・ファ

クターの解明作業がなによりも必要とされる。もちろん

別稿で検討したごとく，フランスのI「l梢民地領であった

マグレブ諸国に労働力移動要因であろプッシュ・ファウ

ターが形成されたのはフランスによる植民地支配そのも

のに起因する、ということは明白な事実である直2)。し

かしながら，マグレブ諸国独立後におけるフランス・マ

グレブ間の労働力移動は， 1H宗主国フランスを中心とす
る移民需要1日側におけるプル・プアクターの動l｛リに依仔
しているものの，その基本的要因は移民供給国内部の社

会・経済構造ならびに雇用創出政策（社会・経済開発政
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策）と深い関連をもっている。

したがってこの問題はヨーロッバ経済論の枠組のな

かのみではとりあつかうことのできない性質をもってい

るぽ3)。と同時に，フランス資本主義の植民地支配とい

う歴史的共通性のみによってもとらえることのできたい

性質をもっていることに留意しておかなければならな

ぃr:4)。とし、うのは，フランスによるマグレプの植民地
支配は，その時期および期間に集約される時系列的相違，

または統治形態の相違があるからである。このなかでマ

グレプ諸国が分担した植民地分業体聞の役割も巽な 99て

いる。さらにまた，独立後におけるマグレブ諸国の政治

・経済・社会f闘制の相違という事実からしてもマグレプ
という共通性を発見するのは困難である。

以上のような視点をふまえたうえで，本稿ではマグレ

ブ三国の最大公約数的性格を従属的労働力市場を中心

に，特にアルジェリアを主軸にそえて考察しようとする

ものであるc

以下，本稿では上に述べた主旨に基づきマグレブ三国，

特にアルジェリア労働力市場におけるフ゜ッシュ・ファク

ターの存在形態，すなわち移民労働者を国外に排出せざ

るをえない労働力の存在形態を解明してみたい。なお，

本稿9ま以ド四つの節によって溝成される。すなわち第II

節「人口増加と労働力」では，独立後マグレプ諸国の人

ロ増力即共叡約と，その結果としての労働力人口の特徴が

解明される。第田節「雇用創出と政策」では，労働力人

口が，政府・企業の）碩用政策の結果に基づいていかに吸

収されたかということを雇用分布に表わされた特徴によ

って明確にする。第IV節「構造的失業」では雇用分布そ

のものがもっている矛盾の結果である失業者群の排出メ

カニズムの解明が行なわれる。最後に，第V節「移民労

働者排出(7)Iカニズム」は，不断に生みだされる失業者

群が移民労働者として国外に排出されるプロセスそれ自

休のもつ矛府の考察にあてられる。
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（注 1) こし！）点にかんしては，拙稿「フランス労慟

市場と外国人労慟）J」（『アジア経済』第21巻第 6り

1980旬6月号）を参照。

(IL 2) 拙稿「フランスfi本主義とnu民地労働」
（『月刊アンア・アフリカ研究』第17巻第 5,6, 8, 9, 

11号 1977年5,6, 8, 9, 11月号）を参照。

（礼 3) 労働力移動規定要因に関する研究として以

Fを参肥。森rrl祖J『労働市場分析による労働経済 S’'）研

究』大阪市立大学経済研究殻畠第34冊 1971年。

（注4) マグレプ話国¢)共通性お＿tび：JI共通性を

経済構沿，開発政策cl)相逸という点から分析したも

のとしてけ以下を参照。 Amin,Samir, L'Economie 

ilrabes Conte1nj,araine,パリ， LesEditions Minuit, 

1980年。

ll 人目増加と労働）J

1. 人口増加

閲発途上国の経済発展にとって人口増加率は以下 2点

において頂要な意味をもっている。第 1に，人口増加率

が不変か，またはゆるやかな上昇を示している開発途上

国では，より多くの投賓が国民生活の質的向上、技術開

発，労働生産性の改善等にむけられる可能性がある。第

2に，人日堺加率が急速な途上国では，投資が「人は投

資」 (investissementsdemographiques) としての性格を

濃厚に示し，外延的投資に対する資本需要の割合を］粁し

＜謀め，内包的投資を抑制する傾向を示し，雇用創出政

策の問題を肥大化させる（注 l)。

もちろん，この命題は全ての生産関係，生産力の問題

を捨象した次元において成立する静態的見解を根拠とし

ているものである。すなわち規模としての人日は，労働

力を形成する母体として存在しているが，労働力形成の

規定要因そのも I})を包含していない。すなわち，労働力

形成の質的側面それ自体が個々の途上国の社会的要因に

ょ-“'て規定されているのである直2)。また，途上国にお

ける資本形成の潜在的な国内的源泉および有用労働力人

lJ形成の間遁を朽察する場合には，ヌルクセが主張して

いるように「人[J桐密国における過剰人口」と「人口稀

薄地域の場合」に区分してアプローチすることも必要と

されよう（注3)。ともあれ，人口は社会的富の源泉として

のi特在的労働力の所在を示しているも I})であり，これが

十分利用されるかぎり途上国の人口増加は問題となりえ

ない。問題は， f替在的汀働力である人IIならびに人ll増

加がいかにして社会的要因を媒介として労働力形成と生
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第 1図 マグレブの人口増加

（単位： 100万人）
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（出！町） Rouissi,Moncer, Population et Societe 

au Maghreb, チュニス， Centre d'etudes et 

recherches Scientifiq ues. 

(i:_-l:) 1975年以降は尭定値。

産要因を促してし‘るかという点にあるc

ところで，マグレブ三国の人口増加であるが，第 1図に

示されるように1975年は約4000万人であり，現在の増加

率で算定すれば2000年には約8000万人となる。この人日

増加は，1947年に］レイ・ヘンリーが行たった1976年のマグ

レブ人口予測，最大限約3220万人，最少限約2530万人のい

ずれをも大幅に上回るものとなっている（注4)。マグレブ

三国のなかで最も布い人口増加率を示しているアルジェ

リアは年率3.3%，次いでモロッコの3%，そしてチュ

ニジアの2.3%，マグレブ三国平均2.9%（いずれも1975

年）となっている。なかでもアルジェリア，モロッコの

人「1増加率は， 最も高いコート・ジボワールの年率3.7

% (1960~70年）， 5.6%(1970~78年）には及ばないも

のの，ジンバブエやニカラグアの 3.3% (1970~78年）

とほぼ同等の高水準を維持するものとなっている（注5)。

この点， チュニジアは「中所得国」平均人目増加率2.5

% (1960~70年）， 2.4%(1970~78年）と同位水準を保

っているのが注目される。チュニジアの人口増加率が低

位水準を示しているのは，この国が国家的産児制限政策

を採ってヽ '‘るからである。

ともあれ，マグレブ三国の人口は第 1表に示されるよ

うに1釘5年の4000万人から1980年には4500万人（推定），

さらに2000年には7700~8000万人（約 100％増）になる
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第 1表 マグレプの人口成長の実紐と予測
および仮想静止人「1

年乎均人口 予測人n仮想静
国タ

成長翌(%)二~止人 n 静止人
ュ 1960~1970~ 1 (35-00A）は逹成
70年 78年,11980年2000年

'" 

アルジェリ
I ← l--- --

ア 2.4 I,l.2 I 19 I 34 I 94 I 2,100 

モロッコ 2.5 I 2.9 I 20 i 34' 70 I 2,090 

チュニンア- 1.9ー 2.0 6 1 , ［いJ2,075 
日本

2.3111 2. 71)1 452)1 772i: 1782) 
1.0 I 1.2 I 117 I 131 : 134 I 2,015 

｀‘` ` 喩 ””‘''

（出所） 世界銀行『世界開発報告 1980『1980年 134 
~135ページより作成。

（汁） 1)平均佃0 2)合計値。

と予測されているのである。この点， 13本の人口は1980

年 1億1700万人から2000年には 1億3100万人（約12％増）

と予測されているのと比較し，人口増加率に限定すれば

大きなコントラストを示している。

しかし，ここで問題とされなければならないのは急激

な人「1増加率だけではない。当面，このような急激な人

口増加を国内）雇用介l]出との関連で検討してみるたらば，

きわめて重要な雇用政策上の問題を惹起するものとなっ

ているのである（注6)。

2. 労働力市場の性格

人口増加の将来的予測にかんしてここで論究するもの

ではないが， 2000年までにマグレブ豆国の平均寿命が現

在の50歳から70歳に上昇し，粗再生産率が3.2％から1.1

％になると仮定しても， チュニジア： 2075年， モロッ

コ： 2090年，アルジェリア： 2100年にならないと静止人

ロ達成年には到達しない（第1表参照）。この急激な人口

増加率そのものは，第2図に示されるように出生率には

大きな変化がみられないのに死亡率が急速に低下してい

ることに起因している。

いずれにせよ，このような急激な人口増加現象によっ

てマグレブ＝国の人口構成はアルジェリアの例に示され

るように典型的なヒ゜ラミッド型を形成するものとなって

いる（第3図）。なかでも注目されるのは，人口構成の若

年化現象，すなわち総人口のうち18歳以下の非経済活動

人口の占める割合が著しく高いということである。

アルジェリアの場合， 1980年 1月現在の総人口は1852

万4768人，このうち， 0~19歳人口が57.8%(1064万3067

人）， 20~59歳が約36.4%(679万7244人）である（注7)。

この数字から今後20年間に20歳以上の労働年齢人口到達

者数を算出すると年平均約54万6000人となる。ここでア

ルジェリアの人口 100人当たりの従属人口係数を算出し

てみると， 172.5人となり，きわめて高い数値を示してい

ることがわかる（注8)。すなわち，経済活動人口の完全雇

用を仮定してみても， 100人の「生産的」労働者が172.5

人を扶養していることになる。だが，この従属係数に後

で検討する経済活動人口のなかの失業人口を加えるなら

ば，この係数はさらに高いものとなる。すなわち，生産

的労働者は自ら消費する以上のものを生産するが，それ

を非経済活動人口および失業人日の扶養に割り当てなけ

ればならないのである。

もちろん，この急激な人口増加と過剰人口の間題はプ

ロス (A.Prost)も指摘しているように「絶対的概念では

なく，人目と経済の開における関係」注 9)にほかならな

第2図 マグレプにおける出生率・死亡率の推移
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（出所） 第1区に同'̀、0

（注） （1) N "'"出生ぶ， M=死亡冷＇。
(2) 1940~50年間の変動は，チフス，戦争等社会的糾乱によるも C'）である。
(3) 1970年以降はアルジェリアとモロッコのみ。
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第 3図 アルシェリアの年齢別人口楷成

(1980年 1月 1日）

（淮位： 1,000人）

打齢

10 
5 
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（出所） L'Algerie En Quelques Chiffres,ァ八ン

cc・., Direction des Statistiques et de la Comp• 

tabilite Nationale, 1980年。

第 2表 アルンェリアの年齢別）JI構成

1979年 1月 1日 1980年 1月1H 
年齢層!._ .--•• --

1 人口％人口％
... .. .. 

o/ 
)'O 

0-4 ! 3,231,2491 18.11 3,399,121! 18.3 
5-9 1 2,811,8791 15. 71 2,839,346! 15.3 
10-14 I 2,330,988I 13.01 2,515,4411 13.5 
15-19 I 1,942,9551 10.91 1,989,1591 10.7 

I 57.8 
9 - 9 (＂”””― - I-

20-24 1,482,329| 8.3 1,571, 110'8.4 
25-29 I 1,255, 7061 7.0 1,349,8461 7.3 
'.-l0-34 I S:'ll,859I 4.71 894,632! 4.8 
35-39 I 758,1671 4.21 7:i5,549! :-i.9 
40-44 I 687,9401 3.91 no,9151 3.81 38.1 

45-49 I 624,069I 3.51 636,1711 :-J.4 
50-54 473,5191 2. 71 499,3051 2. 7 
55-59 ! 395, 1261 2. 21 399,716 2.1 
60-64 I 308,2191 1. 7i 326,094i 1. 71 
―~  ；—!08 三 I
65- ］ -72?,863i--4-1 | -75竺426|-4> 4.1-

合』 17,863,668*1100.018,524,768*¥100.0: 100.0 I 
・- "-•··· 

（出！りi) 第3図に同じ。

（注） ＊数字は原典どおり。

い。この点にかんして，サリ (DjilaliSari)はアルジェ

リアの人口増加が経済に及ぼす影孵を分析して，相対的

過剰人口の問題を急激な人口増加現象に求めるのではな

く，あくまでも開発努力に求めなければならないことを

研究ノート一ーー ・一・

示唆している（注10)。この理論は，人口爆発を途上国の経

済発展の主要な障害であるとする「新マルサス主義」の

理論に対立するものにみえる。だが，この二つの開発理

論は，ウリ (P.Uri)が指摘しているように相互に対立し

ているものではなく，理論的には開発の促進と人口抑制

という「両面作戦」をとることによって止揚されうるも

のである（注11}。

いずれにせよ，ここで問題とされなければならないの

はマグレブ諸国の開発政策の方向性とそれを包む客観的

条件であろう。このなかに移民労働者排出のメカニズム

が発見されなければならない。

（・d1) Rouissi, Moncer, "Population et Societe 

au Maghreb,"チュニス， CERES,1977年， 107ペー

シ

（注2) アルム・モヘッディーン；イリヤ •F· ，、

リーク苦，鈴木・昏•長場・ K沢共訊『アラフ諸国 (1)

マンバワー』アシア経済研究所 1980年参照。

（止3) Xurkse, Ragnar, "Problemes of Capital 

Formation in Underdeveloped Countries,オックス

フォート， 1953年。 （土屋六郎訳『後進諸国の資本形

威』巌松堂出版 1973年）参防。

（注 4) Henry, Louis, "Perspectives relatives a 
la population musulmane de l'Afrique du Nord," 

Population, W 2サ， 1947年4~6月， 267~280ペー

儘 5) 世界銀行『世界拙発報告』 1980年 134~ 

135ページ。

(i1 6) T ahar Benhouria, I} Economie de l'Al-

g釘rie, パリ， EditionsFranc;ois Maspero, 1980年，

360~378ペーンを参賠。

（注 7) L'Algむieen Quelques Chi.ff res, アルジ

ェ， Directiondes Statistiques et de la Comptabilitも

Nationale, 1980年。

（注 8) 従属人口係数

身経済活秒人口（こり）場合，0~18歳と59歳以J.)
=-···、...,,----~-,~~--.,

経済活動人口（この場合，19~58歳）
XlOO 

(;L 9) Prost, J¥., "L'irnmigration en France 

depuis cent ans," Esprit, 沈348サ (1966年4月），

532ページ。

（註．IO) Sari, Djilali, "Problemes Demographiques 

Algeriens," Maghreb-Macherek, 第63号 (1974年 5

~ 6)J),'.Q~42ペ・ン。

（注11) 人口爆発と開発理論にかんしては以下を参
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照。 Uri,Pierre, Developpement sans Dependance, 

パリ， C-LetI. A. AI. 1974年。（丸山明則訳『第：：：打仕

界一一ー従属なき経済への道』 H本経済新聞社 1釘7

年）

III 雇用創出と政策

1. 雇用創出

ここでは，先に述べた急激な人口増加が労働市場に及

ぼす影響とその結果を考察するために，まずアルジェリ

アにおける雇用創出過程を農業部門と非農業部門に区分

して検討してみたい。

アルジェリアの就業人口算定方法であるが，第一次4

カ年計画および第二次4カ年計画では， 18~59歳の男子

労働者で「実際に求職中の者か，あるいiますで：こ就職し

ている者」が就業人口とみなされている（注 1)。ところ

が， 1977年に行なわれた雇用センサスでは，上記就業人

口が以下のように修正規定されている（江2)。

-18~59歳の者（男女）で，センサス時に就業し

ているか， 1977年 1月に 6日以上働いた者。

--18歳以下および59歳以上の男子および女＋の1i
業人口（家事労働は除く）。

しかし，同センサスに表わされた就業人口は、その第

出方法に不完全なところが多く正確な数字とは言い難

い（注 3)。したがって，ここで用いる統計数字はあくまで

も一般的趨勢を示すものにしかすぎず， しかも在仏移民

労働者（家族人員約82)i人， うち有業人口47万人ー1980

年現在）は含まれていない。ともあれ， ここで雇用創出

過程を分析する前に経済活動人口のなかに見い出される

特徴を以下3点にわたって指摘しておかなければならな

い。

その第 1は，先にも述べたように経済活動人目が総人

口のなかで占める比率がきわめて低く，経済活動人口の

なかで失業人［］が占める比率が著しく高いということで

ある。 1977度年センサスによると経済活動人口に対する

就業人口の割合は，男性が36.6%，女性が2.1％でしかな

い。しかも， 77年度センサスで設定されている就業人11

には，前述したように常傭労働者から， 77年1月に 6H 

以上労働しただけのバート・タイマーも含まれており，

実質的には上記割合よりもさらに低いものと若えられ

る（注4)。このことは，麻い出生率に基95く人口構成の背

年化傾向と同時に，女＋経済活動年齢人口の多くが非枕

業人口を構成していることを示している。

第2に，経済活動人口のなかで常傭労働人口の占める
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割合が著し<i氏いということである。これを明らかにす
るため，同77年度センサスによって（就業労働人口のなか

で）常傭労働人口が占める割合注5)を検討してみると，

男子常傭労働人口（就業人口） 219万8738人，その他の

男子就業労働人日 (77年 1月に 6日以上就業した者と求

職中の者の合計） 64万7517人，就業労働人口に占める常

傭労働人口の割合は約77％になる。また女子常傭労慟人

ロ（就業人口）は13万8234人，その他の女子経済活動）、

ロ（77年 1月に 6H以上就業した者，求職中の者および

家庭内有業人l:J) 6万5463人．女子常傭労働人口が女子

就業労働人口全体に占める割合は67％になる。このよう

に77年度センサスに示された就業労働人口に対する常傭

労働人l」の剖合を算出すれば，男子28.2%，女子 1.4% 

となり，男子・女子のいずれもきわめて低い数値を示し

ていることがわかる。

第3に，先に触れた総人口に対する経済活動人口の割

合が低く，こらに経済活動人口のなかで非就業人目の割

合が高いということは，生産的有用労働人口の非生産的

人「］に対する経済的負担を増大させるばかりでなく，而

用創出の政策分野において煎大な問題を提起するものと

なっているということである。これに先に触れた1980~

99年注6)まて；、こ労働市場に出現する経済活動年齢人口を

加算すれば，雇用創出という課題はきわめて重要かつ重

大なものとなってし、ることがわかろう c

次に，第3表によって非農業部門における屑用創出率

を検討してみよう。同表に示されるように国家セクク

ー，民間セクター合計で1966~77年の期間に221.1%（年

平均約20%)の増加を示していることがわかる。また，

1970~77年の増加率は104%（年平均約14.9%）である c

なかでも最も高い増加率を示しているのは石油・天然ガ

ス部門（炭化水素部門）で1970~77年に354.9%，次に，

その他の工業部門が231%，鉄鋼部門が215.7％となって

いる。また同期間中．上記部門とは対照的に最も低い増

加率を示しているのは皮靴部門の 26.4%，繊維部門の

28.4％である。このことはハジャ (AitEL Hadj)も指

摘しているように，非農業部門の雇用剖出過程そのもの

がアルジェリアの重化学工業の優先的開発政策を反映

し，一方の極における炭化水素・重化学工業と，他U)極

における軽工業部門に二極分解していることを示してい

る（注7)。

次に， 1,,1じく第4表によって第三次産業部門の雇用創
出率を検討してみると， 1966~77年の期間に運輸部門が

118%，商党部門が 48%,ナービス部戸り85%，行政部門
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第3表 主要経済活動蔀門（国家セクター・民問セクター）における面用創出
11966~:1切O~il釘7年

] 1966年 11967年 11968年 119…/ 1970年 1四 1年 11町2年 1973中 1974年 1975年 11976年 1977年 77年の77年のの構成1増加製増加率比

採掘産業 l i ; 1 
1 1 

1,  --

石油・天然ガス 1
食 料・飲 料

I ; 1 ！枯：認晶：醤醤：器閑：t閤醤：ttg it：温晶：醤昇；儡 贔：t嘉
1 28,032, 28,126, 31,2841 30,6071 2,605: 37,179, 41,414 43,8

04 56,3 6.9 

繊維！ 9 1 26,245 29,0甜 28叩 4i 29,4071 29,463 31,409i 33,240, 3
3,6四 28.4 5.4 

皮靴 i 1 1 1 5,8頌 6,822 7,164. 5,7411 6,293i 6,846, 7, 1441 7,366 ! 26.4 1.2 

ィヒ ~ I l i ; i 子 i i 1 7,411! 8,284 8,466 7,568i 8,562 12,4241 13
,891̀ 14,104 90.3! 2.3 

建設資材 j i 
1 21,6紺

鉄 鋼
製造業 l

I I l t：盟悶：『11 乳：｝翌翌：翌iiit：靡各1翌：翌126,4511旦：誓 ，昇晶請
材木・コルク・家具： 1 ＇ 1 2i：腐悶翌：鳳号：腐翌翡悶：霊I乱：盟梵需it謡塁' i 113:tI 闘
パルフ＇•印刷． I i , I 5怠 5,76凶 5,719; 5,3291 7,002 8,865: 10,055 10,889i 1

 96.7 1.7 

その他の工業 i 1 ! 2,1131 2,031: 3,5341 4,764 5,2341 5,968↑ 6,342 6,9941 
231, 01 1. 1 

建設・公共事業 i ! i 106,9滋 112,100.124,543 139,963 150,272 161,012 182,877: 200,4踏 187531.7 

電気・ガス・水道・保険 6,3441 1 1 1 6,476 6,521. 7,593 8, 198 9, 1221 10,7181 16,5931 
161, 5| 2. 6 

銀行・不動産 I I 9,031i 9,13 11,53 : 12,6941 15,95烈 19,742: 20,1991 22,26 1 146,61 3.5 

運 翰・通 信 I '，
32, 743! 33,5801 37,270j 40,036j 42,522; 45,224] 60,247j 63,8

751 ; 95. li 10. l 

ー計 1 196,983] 206，盃ー 258,120l310,106:：盃三五叶446,197*i499,9;573,914*i632,51：二る五i
（出所） R¢volution Africaine，第805号， 1979年7月力日／8月2日， 15および20ページより作成。 （注） 数字は原典ど

おり。

第4表 アルジェ アにおける雇用の推移

j 1966年 1973年
I 
: 1974年 -1975年！＇1976年 ！ 

1977年 1 1966 

: 1構成 1 1構成 1 i――-1 
: ～77 

._ ＿ ＿ .
 

1 対前年 構成1対前年， 構成対前年I I構成 1対前年 ＇構成対前年 i年増

比 比度増加 比 度増加： 比 度増加 I 
i i (%）, （％）亭(%)， i(％)1率(%) I。亭（％） I比 度増加 I比 度増加1加率

農業芦切噂：窯誓：□1,t誓：器誓げ翌：窃叫｝：間’界：窯1`|}:t]1 ，器：研；・9):i〗誓：器；）：ロ
季節労働者人ロ・

1 1 | I 

1 820,000! 64.6, 960,000 64.9 17.1• 972,000 64.9 1.3 978,000 64.1 0.9 975，碑 63.1]-0,3: 975,000¥ 63.1! ~ 18.9 
1 1.  I I I - L_'ーり
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非農業部門就業人口 860,000100.~1,410,~闘I1()().~ • • 64.0 
工 業 100,000 11. 225, 15. 125.0 242, 15. 7.6 269, 16. lU'1)3, 16. 12. 343, 17. "':i匹．0
職 人 - - 40, 2.t8i 1 - 41, 2. 2 5 42,>000 22.4 44,2  4 45,2  2 -

公共事業 70,000 8. 2 190, 13. 171.4 邸， 13. 8.9 228, 13. 10.1 261,000 000 14, 14. 301, 14.
 15 330.0 

運 輸 50,000 5.8 77,000. 5. 54.0 85,000 5. 10.4 93, 
5. 9.4 100, 5. 7. 109, 5. 9 118.0 

商 業 190,000 22.1 195,000 13.8 2.6 217,000 14.2 11.3 235, 14. 8.3 256, 13. 8. 282, 14. 10.2 
48.4 

サー ビス 140,000 16.3 180,000 12.8 28.6 197,000 12.9 9.4 216, "-~ 9.6 237言 12.~ 9. 260, 12. 9.7 85.7 
行 政 180,000 20.! 300,000 21.3 66. 7 315,000 20.6 5,_ 340, 

20. 7.9 365, 19, 7. 390, 19. 6..8 8 116.7 

学生•その他 130,000j 15.1 203,000 14.4 56.2 221,000 14.5j 
8.9j 242, 14.Sj 9.5 274, 14. 1 13.2j 290, 14. 5

 123.1 

（出所） Palloix, C., "Un essai sur la formation de la classe ouvriere Algerienne," Revue Tiers-Monde,第83号(198
0年7~9月）， 558ページ

より作成。
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117%，平均92％とかなり高い濯用創出率を示している
ことがわかる。しかし，このこと以上に重要なのは，先
に指摘したように，全体の構成比において第三次産業部
門が第二次産業部門を上回っているということである。
このことは，第4表に示されるごとく，工業部門や建設
・公共事業部門の構成比が増大しつつあるとはいえ，第
竺次産業部門の構成比が第二次産業部門よりも高い比率
を占めていることからも明らかである。

次に第4表によって，農業部門における雇用創出のプ
ロセスを検討してみると以下 3点の特徴を指摘すること
ができる。まず第1に，農業部門就業人口増加率である
が，これは1966~77年の期間に約21％の増加率しか示し
ておらず，非農業部門における同期間中の就業人口増加
率135％と大きな対照をなしていることである。このこ
とは農業部門就業人口の都市流入との関連で捉えなけれ
ばならない。第2に，同期間中における常傭就業人口増加
率は26%，季節労働者は20％となっているが，ここで両
者の構成比をみると1966~77年の期間においてほとんど
構成比率上の変化がないことに注目する必要があろう。
というのは，季節労働者は，土地のない農民によって楕
成されており，農村における潜在的失業者群の温床とな
っているからである。

第3に，季節労働者の増加率は正規就業人口の増加率
を下回っているものの，その実数は着実に増加しつつあ
る。この季節労働者の実凌Uこの増加のながに，農村人口
の都市流出の要因があるのである(iL8)。

また，著しい人口増加とは対照的に農業生産性が大き
く後退していることに言及しておかなければならない。

まず第4図によって農業生産性の低滞・低下現象を人
ロ増加率と対比してみれば，輸人食糧に対する依存度が
増大しつつあることがわかる（注9)。これは一方では，農
業労働者1人当たりの生産性の低さ，すなわち低い所得
水準を示しており，他方では輸入品目構成のなかで食椙
品の占める割合を増大させるものとなっている。

2. 雇用構造

ここでは，先に検討した雇用創出の問題を産業部門別
雇用梢造と国内総生産の構成比との関連において検討し
てみたい。

ここでは産業分類カテゴリーをアルジェリア統計局ll)
規定にしたがJ-（第5表 (1978年現在）に示されるよう
に経済の全生産活動を 8カテゴリーに分類して検討して
みたい。

さて，同表によって産業部門別労働力の溝成を検討し
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第 4図 アJし・／ェリア 0)人口増加と畏業生産
(1970~77年）

＇

，

 

0

0

 

4

3

 

ー

ー

人IJ妍’Ju
--―総農菜't廂

ー2 。と

ー
'
|
レ
L,

¥

＼

』

|

9

/

-

/

[

I

 

I

J

I

,

、

I-

0

0

0

 

1

0

9

 

l

l

 

1973 

T
 

I
I
’
T
|
l
|

—

7
ー

1

80 
1970年 1971 1972 

8
 
7

-

r

-

n

b

 

，
 
゜ヽグ6
 

l
p
e
r
e
 4
 

7

¢

h

 

7
i
d
g
 

a
 

，
 
e
t
M
入

ー6

e

月

r

2

 

7
 
9

”

 

l

u

,

1

 

t

e

 

l

i

,

 

-
i
a
c
u
,
e
r
l
l
 

i

g

 

7
 

＋

，

 

-

1

r

l

,

 

、`＇ノ

i

g

A

0

 

ー
叩
[
e
n

ニ
g

e

1

6

8

 ，
 

r

e

(

 
ー

o

r

 

e
．

釦

号

（00 

G
l
t
o
 
l, 

,
e
 

n

m
第

。

1

成
＝

i
 
t
.
l
 
，
 

ー
a
 

u
 

M

e

k
作

数

e
h
r
り

指

)

c

c

ょ

n

a

 

所

a

)

比

d

M

;
、に

（

（

 

てみると，農業部門が最大で全体の29%(81万6000人）
を占めている。ところが農業部門が国内総生産のなかで
占める比率はわずか79％にLかすぎない。このことか
ら，アルジェリアの産業活動部門において，農業部門が
最も低い生産性を示していることがわかる。ここでヨー
ロッペの工業諸国の産業部門間における労働力溝成比の
歴史的淮移に触れてみると，工業化の初期的段階では第
一次産業部門の労働力楕成比は高く，工業化過程が進展
するにつれて第一次産業部門の労働力構成は低下して，
第二次および第三次産業部門の比重が上昇していること
を指摘することができる。この意味に限定すれば，アlレ
シェリアの現段階ま工業化の初期段階にあると判断する
ことができよう。

ところが，アルジェリアの工業化過程で最も注目され
るのは，先にも指滴したように媒業部門の生産性が低下
傾向を持続的に示しているということである。すなわ
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第5表 ア）レジェリアの雇用部門憐成と

国内総生産 (1978年）

府用部門楷成 国内総生産

-1,~人： ％ □如―---
プィナー｝し

％ 
マ1~‘`‘`'` 

屈業 816 29.3 6,7381 7.9 
炭化水素 40 I 1.4 : 24,481 ! 28.6 
工業 390! 14.0 i 15,202 i 17.8 
公共事業 399, 14.3 I 8,757 I 10.2 

塁門 i220 7.9 11,914 1 13.9 
，，間 153I 5.5 I 4,773 I 5.6 

サービス 208 I 7.5 行政•その他 559 20.1 |｝ 4,314 } 5.0 
9,421*/ 11.0 

~ ~、、 ← ` ̀”` ー ・ヽ・會

巴78り100.oJ_,.85,6()()l_:oo.o_ 
（出所） L'Algerie en Quelques Chi.ff res 1980,ア

ルシェ， Direction des Statistiques et de la 

Comptabilite Nationale, 8, 30ヘーシより作成。

（注） ＊税収。

ち，農業部門における低い雇用創出率は，同部門におけ

る生産性の下降傾向を伴っているということである。こ

こに農業・農民問題が社会的・経済的死活問題となって

いる根拠がある。

次に，第二次産業部門の労働力構成と国内総生産の関

係を検討してみよう。第二次産業部門経済活動を同表に

したがって炭化水素部門と工業・公共事業部門に区分し

てみると，最大の雇用創出率を示している炭化水素部門

が産業部門別労働力構成では最少の 1.4％しか占めてい

ないのに，国内総生産では最大の28.6％を占めているこ

とがわかる。また，工業・公共事業部門を合わせた労働

力構成は28.3%，国内総生産では28.0％しか占めていな

い。また，工業部門だけに触れてみると，同部門の労働

力構成は14.0%，国内総生産17.8％と，いずれも低い水

準にとどまっていることがわかる。

このように第二次産業部門自体，労働力構成・国内

総生産の双方において炭化水素部門とその他の部門に著

しい跛行性がみうけられる。特に炭化水素部門を除くエ

業部門に言及するならば，先に検討したごとく高い雇用

創出率にもかかわらず国内総生産への貢献度は低い。

また，低い労働力構成比と商い生産性を特徴とする炭

化水素部門であるが，同部門は厳密な意味において国内

の生産的経済活動部門を構成しているものではない。と

いうのは，この部門は，第一次産品輸出部門を構成しエ

業諸国へのエネルギー供給活動に従事しており，国内市

場向けの生苑活動とリンクしていないからである。たと

研究ノート，． ← ← ● ↑ 

えば， 1979年度のアルジェリアの原油生産は約5380万ト

ン，原油精製は約574万トン (11%）にしかすぎず，この

うち精製石油国内消費は424万トンで（注10)，外部市場指

向性を強く示している。このことは，工業部門における

労働力構成と国内総生産の低さのなかに明確に表わされ

ている。

最後に指摘しておかなければならないことは商業

運輸，サービス，行政およびその他の第三次産業部門の

労働力構成が41.3％もの高率を示しているということで

ある。また，同部門が国内総生産のなかで占める比率は

24.7％であり，労働力構成との間に著しいアンバランス

を示していることがわかる注11)。このように労鋤力構成

比における第三次産業部門の肥大化現象は，農業部門同

様に第三次産業部門において過剰雇用が支配的であるこ

とを示しているものである。

（注 1) Secretariat d'Etat au Plan, Les resultats 

de l'enquite emploi et salaires de 1966,アルジェ，

Direction des Statistiques et de la Comptabilitも

Nationale. 

（注2) 前掲 L'Algerie en Quelques・・・・・・， 7ペー

（江 3) 統計の不完全さにかんしては以下を参照。

Bernard, Chantal, "L'Emploi en Algerie," Annuaire 

de l'ilfrique du Nord 1978, バリ， CNRS,1979年，

296~297ページ。

(it 4) 前掲 L'Algerieen Quelque,•• …•, 7ヘー

ン

（゚礼5) 同上。

（江6) 1972年主での経済活動）、口と｛け用OI]出の判

合については以下に詳しい。 Minces,J. ; G. Chaliand, 

L'Algかieindependante,バリ， EditionsF. Maspero, 

1973年， 143ペーン。

（注 7) Hadj, A. E., "Mode d 'industrialisation 

et dependance. Le cas de la Lranche textile en 

i¥lgerie," These de 3'cycle enふienceEcon.01ni・ 

ques, グルノープル， 1978年。

(it 8) Bernard, C., "Occupation Massine et 

sous-activite, La situation Algerienne de l'emploi 

au terme du deuxieme plan Quardinnal (1973-77)," 

.clnnuaire de l'Afrique du Nord 1978,,,,;, Cl¥ 

RS, 1979年， 298ペーシ。

（注 9) Mutin, G., "Agriculture et dependance 

alimcntaire en Algerie,''Maghreb-Machrek,第90号

87 



Ⅳ　構造的失業

1982040090.TIF

．．．．．・ -研究ノート

(1980年10~11月）， 43~46ペーシ。 め，まず第6表によってこれを検討してみるならば，以
（注10) OAPEC Bulletin, (1979年7月）， 22ペー 下2点の特徴を指摘することができる。まず第 1に，職

能別雇用の順位において上位部門が圧倒的に少なく，こ
（礼11) この点にかんしてA・モヘッディーンと I. れに反して下位部門が圧倒的に多いということ，すなわ
F・ハーリクはエジフトの事例を分析して次のように ち一種のヒ°ラミッド型を形成しているということであ
述べていら 「サービス部門の邪用拡大は，ある部門 る。具体的にぱ高級幹部・技術者～高級熟練労働者の占
（農業）から他の部門（サービス）への偽装失業の転移 める比率が21.4％でしかないのに，それ以下の下位部門
を表わしている。その訳は，小工業部門が十分な加／り 合壮は78.6％にも達している。このことは先に考察した
機会をあてがうことができなかったとともに，農業に 非農業部門の雇用創出（第3, 4表）が主として下位部
おける人対土地比率の上昇および農地に対する継続的 門を中心として行なわれたことを示している。第2に，
な人 l1圧力が原因で，サービス部『＇］で J)就職を求めて 高度の科学技術を必要とする重化学工業の優先的開発計
農村から押し出される人口数もしだいに増加していた 画をとってきたアルジェリアにとって，上位職能部門が
からてある（アムル・モヘッデイーン；イリヤ• F・ 稀薄であるということは，テクノロジーの先進工業国へ
ハーリク 前揺書 121ペ--：：)。 の依存度を高める必然性を内包しているということであ

る。
IV 構造的失業

I. 職能別雇用分布

ここでは，先に考察した雇用創出過程そのものが抱え

ている問題を明らかにするため，この過程の質的側面を

職能別雇用構造を中心に検討してみたい。そうすること

によって，アルジェリアが直面している労働力形成の問

題の所在が明らかにされよう。

さて職能別雇用構造の全体的概観を明らかにするた

ここで上位職能部門の先進工業国への依存状況を明ら

かにするため，これを第7表によって検討してみよう。

なお，ここに示す1977年度雇用センサスのうち外国人雇

用にかんするものはアルジェリア政府雇用の外国人給与

所得者のみを対象としており，しかも外国人技術者アシ

スタント等をふくんでいない。このため外国人技術者の

実数上のセンサスはきわめて不正確であるので，その概

観を示すためにここでは職能別構成比のみを引用するこ

c
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第7表 外国人給与•所得者（国家ヤ＇，クー・ナ，： Ihl'てククー）職能別構成 Ji:

囁 能 区 ーヽjJ
 経 済活動部門

A
1
 

/

i
・

l．エネルギ
2.炭化水系
3．鉱業
4． 鉄鋼・金属・機械・屯気
5. 建設資材・ガラス・石綿板
（ふ建設・公共 4i 業

7. 化学・プラスチック加工
8. 森料・クハ l •マ y チ

9.繊維
10.皮革
11. コルク・，ミ、9［プ
12. そ J) 他

小』（建設・公共巾業左餘く）
Y Y Y喩””””喩喩”`”””””`｀ ̀”̀ ̀  `  t、

13.連蛉
14・15.金融・不動産・資材調沖

合 "I 
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（出所） 第6表に同じ (:ilヘーシ）。

とにする。 生率と跛行的雇用溝造，そして農業部門での低い生産性

外国人技術者の雇用分布は，同表にみられるごとく、 の三極憐造に規定されて，“構造的失業ともいえる悪循環

先の第6表とは対照的に十級幹部・技術者を頂点どして 過程を形成している。ここで：ま，この問題を農村人11の

完全に逆ヒ°ラミッド型を構成していることがわかる。す 減少，すなわち，農村人口の都市流入および国外流出要

なわち，上級幹部・技術者，職長クラスが全体の85.8% 因について検討してみたい。

を占め，上級熟練労働者・肉体労働者は全体の14.2％し 農村人口の都市流入および国外流出という現象ばす

か占めていない。このことは，上位職能部門を先進工業 でにフランスによる植民地支配下の1914年を契磯として

国の技術者が分担し，下位職能部門をアルジェリア人労 みうけられるものである注2)。しかし．この現象はマグ

働者が分担するという職能の交差現象として捉えること レフ＇諸国の政治的独立後において著しい社会的現象とな

ができる。このことは、後で検討ナる在仏アルジェリア って＼‘ることに留意しておく必要がある。ここでまず第

人移民労働者の職能別雇用構造のなかにも明らかに示さ 1に，アルジェリアの都市人口を検討してみると， 193¥)

れている。すなわち，先に検討した農村における下位職 年の都市人口は総人口の 5%, 1960年： 25%, 66年： 31

能部門を構成する潜在的失業入口こそが，アルジェリア ％， 73年： 36%,77年： 42%,80年： 44％と増加の一途

国内の労働市場のみならず，フランス労働市場にとって を辿っている。また，現在の割合で農村人口の都市流入

も低廉な労働力の供給源となっているのであり，さらに が続行するならば2000年には都市人口が総人口の75％に

急激な人ll増加がこれを加速化しているのである。 なると予測されている。農村人「1の都市流入率は． 1973

このような上位職能部門の先進工業国への依存状況を ～79年間に年率1.2~1.4%，年平均10~13万人と見積ら

打破するためには，少なくとも1990年までに最低限20万 れている（注3)。しかも，この現象は先にみた農業部門に

人の上級幹部・技術者と50万人の職長が投成される必要 おける生産性の低下と並行して生起している現象であ

がある(itl)。 る。

2. 構造的失業 次に，農業部門就業人口を1966年度センサスと1977年

先にみたように，アルジェリアにおける雇用創出過程 度センサス（第 4表）によって検討してみると、この間

は下位職能部門を中心とするものであることがわかつ において著しい減少を示していることがわかる。たとえ

た。しかし，これら雇用創出の結果そのものほ， i伍い出 ば， 1966年度センサスでは農業部門就業人口は 127万人

89 



Ⅴ　移民労働者排出のメカニズム
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第8表 農業部門における労働））構成

（単位： 1,000人）
＾ ▲ ・▲ •— 

1977年 (%) 1973年
（％ ） 

>
（出所） Annuaire de l'ilfrique du Nord 7978. 

バリ， CNRS,1979年， 230ペ・・ジより作成。

季
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（経済活動人口全体の59.6%）を占めていたが， 1977年

度センサスでは154万5000人（経済活動人口全体の43%）

に低下している。また，就業人口の平均年齢を検討して

みると， 1977年時の全経済活動部門で34歳であるのに農

業部門平均で39歳となっている。また最近の報告によれ

ば，国家部門農場労働者の約40％が60~80殺の高齢者に

よって構成されている(it:4)。

次に第8表によって農業部円の労働力溝成を検討して

みよう。第 1に， Inl表からも明らかなように，農業部門

での経済活動年齢人口に対する就業人日比は1973年： 35

%, 77年： 3:1％と大差のないことがわかる。第2に，就

業人口のなかで私的部門の占める比重が高いということ

である。ムタン (G.Mutin)の分析によれば私的部門の

耕作者（戸主）のうち25万6000戸は 5ヘクタール以下の

苓細農民であり， 1戸平均の十．地耕作面積ば2ヘクター

ルになる（注5)。すなわち，私的部門におけるほとんとの

就業人口は日己のIjHI地を耕作するだけでは自己と家族

の再生産を行なうことが不可能な事実上の失業人口を構

成しているのである。

第 3に，季節労働者が就業労働人口に対して占める比

率が異常に裔いということである。季節労働者の就業労

働人目に対する比率は， 1973年には 1.85 : 1, 1977年に

は1.71:1と就業労働人1」を各々上回ヽ）ている。

以上3点にわたって股業部門の労働力構成をみたが，

もはやアルジェリアの農業は瀕死の一歩手1)りにあるとい

うことができよう。もちろん，アルジェリア政府は1971

年以降，農業革命に着手しており，現段階で最終的結論

を下すことはできない。ともあれ， このような農業部門

の状態は独立後アルジ J• リア政府がとってきた重化学工

業の優先的開発計画の陰で農業部門が放似されてきた結

果でもある。

（注 1) El-Moudjahid, 1980年 2月22/23[I。

（注 2) マグレプ出身移民労働者かフランスク］！肱1̀I

湯に耀成されていくプロセスにかんする研兜）：しては

以下を参照0 Rosanvallon, A., Les aspects econom・ 

iques de !'emigration algerienne, Univ. des Sciences 

Sociales de Grenoble, 1974; Talha,'L, "L'もvolution

du mouvement migratoire entre le Maghrcb ct la 

France," ;'vlaghreb-l'vfachrek, 第61号 (1974乍1/2

月）， 17ヘージ。アルジェリア人の移：＜形態の変化：こ関

する叶会学的分析として以下を参賠。 Ath-Messaoud,

M. ； A. Gillet L'― immigration algerienne 

Fran心，バリ， Entente, 1976年， 28~30ヘーン。

（げ 3) El・Moudjahid, 1980年 2月22/231。

（注 4) Revolution Africainc, 1980年 2月29[i 

~3月6日， 21へ

（注 5) Mutin, 

/ 

゜
前掲古， 50~63ヘ

fIl 

／` 

゜
＞
 
移民労働者排出のメカニズム

1. 移民流出

広い意味において非就業人口あるいま潜在的失業労働

人ll吸収の問題は，国内における濯用創出と国外への労

働者の「輸出」＝移民労働者排出の二つに区分すること

ができる。この点にかんして，独立後アルジェリア政府

は， 1973年9月「移民渡仏禁止令」（注1)を布告するまで

一貫した移民奨励政策をとってきた。移民奨励政策につ

Iヽ ては別稿で分折したように注2), 「労働力輸出政策」

か当面有効な国内失業緩和政策として位置づけられてい

たこと，また移民労働者からの外貨送金が外貨獲得，国

際収支の改善にとって直要な役割を果たしていたからで

ある。また， 195()年代後半から60年代にかけて，移民需

要国フランスをはじめとする EC諸国全般においてとら

れた移民労働者政策ぱ，多くの低廉な外国人労働者の森

人と目的とするものであり，プル・ファクターの側面か

らプッシュ・ファクターの作動を口J能ならしめていたの
である（江3)0 tことえばリフレ (R.Riffiet)は，この間に

おける EC諸国の労働力政策を分析して「労働者，商品，

費本の自由移動は当然のことながら広汎な領域におい

て，かなり同質的な社会的・経済的諸条件をつくりだす

ものとして期待されてし、た。ヽ"'•そして資本ぱ随意に労

働過剰領域にむけて移動し，労慟者は労働稀少領域にむ

か＇）て自由に移動するものと考えちれてし、た」と指摘し

ている内 4)。

このような背景をもとにして展閲された移民供給国か

ら移民需要国への労働力流出は，移民供給国の国内失業

労働人口の外部への移転政策，つまり国内労働問題の外
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第5図 アルノェリア人りフランスヘ J)流人・
流出 (1946~72年）

400,000人
流人—------

流出
350,000人

300,000人

250,000人

200,000人

150,000人

100,000人

50,000人

1946 48 50 52 54 56 58 60 62 64 66 68 70 72 

（出所） Talha, L., "L'evolution du mouvement 
migratoire entre le Maghreb et la France," 
MaghreかMachrek，第61号 (1973年1/2月），
21ペーシ。

部依存による問題解決を可能としたことを意味する。も

ちろん外部依存的問題解決をとったのはアルジェリアだ

けではなくモロッコ，チュニジア，さらにヨーロッパ周

辺諸国も積極的にEC諸国（イタリアは除く）への移民

労働者供給政策をとってきた（注5)。

だが， 70年以降，こうした政策は， EC諸国をはじめ

とする全ての先進工業諸国での失業者の著しい増大（第

5図参照），これと並行して推進された有効需要削減政策

のなかで持続不可能となっていった（注6)。

具体的には1970~75年にかけてEC諸国では「新労働

力政策」という名のもとに労働力調整課題の第1目標と

して外国人移民労働者の流入制限さらには禁止措置が

とられるに及んだのである（注7)。

このような局面のなかで外部依存的問題解決方法を選

択してきた移民供給国における非就業労働力人口，潜在
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的失業労働人1]の間題は70年代以降急速に各々の国内問

題として顕在化し，肥大化しつつある。

たとえばアJレジェリアの場合， 同国政府は73年9月

「移民渡仏禁止令」を布告し，アルジェリア人移民労働

者の国外流出を禁止したが， 73年9月以降82年現在にい

たるまで在仏アルジェリア人移民労働者数は，いささか

も減少していない。この間，在仏ア）レジェリア人移民

労働者数は75年1月 1日現在の88万4320人（家族人員も

含む）から81年には約82万人へと若干減少しているにし

かすぎない（注8)。第5図に示されるようにアルジェリア

人移民労働者のフランスヘの流入は，同国が1962年フラ

ンスから独立した後に急増しており，この間長期滞在移

民労働者とその家族はフランスヘの永住化傾向を示して

おり，ア•仏両国にとって大きな政治・社会問題となっ
ているのであろ。

ところで，アルジェリア政府が73年9月，同国移民労

働者の渡仏を禁止した理由は，すでに検討したごとくア

ルジェリアで完全雇用が実現されたからではなくア•仏
間の政治的関係悪化によるものである（注9)。にもかかわ

らず1976年に採択された「ア）レジェリア国民憲章」では

「アルジェリアが直面しはじめている問題は，失業の吸

収ではなく労働力不足によって経済にもたらされる拘束

から免れるために人民の全面的活用が問題とされる段階

となった」（注10)と労働力の現状を規定し，深刻な労働力

不足胴題を指摘している。だが「国民憲章」でいわれて

いる労働力不足とは，労働カ一般あるいは下位職能部

門労働力の不足ではなく，上位部門労働者(cadres)不足

に他かならない（注11¥。この不足は先にみたように外国人

高級技術労働者によって補足されているのであり，ここ

にアルジェリア人労働者が下位職能部門を分担し，上位

職能部門を担う外国人病級技術労働者が流入する交差現

象が構造的に形成されてきたのである。

2. 従属的労働力市場

先に考察したように国内における失業労働人口の国外

への排出，すなわち外部指向的問題解決政策は70年代以

降，きわめて困難な状況におかれるにVたったc ここで

ぱ，このような脈絡のながで具体的施策として展開され

ている在仏アルジェリア人移民労働者の本国帰還をめぐ

る問題に言及してみたい。

ところで，在仏アルジェリア人移民労働者の本国帰還

をめぐる問題は73年以降のア・仏間における政治的緊張

が高まるなかで両国にとっての主要な懸安事項となって

いた。しかしその後，両国間で行なわれた「移民交渉」

9I 
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のなかで80年9月18日「在仏アルジェリア人移民労働者

とその家族（約82万人）の本国帰還援助にかんする協定」

が締結され（注12)，さらに本協定は同年11月21日，フラン

ス国民厳会で正式に採択されたは13心

まず第 1に本協定の有効期間は81年 1月1日～83年12

月31Hまでとされ，年間3万5()00人の本国扁還を実現す

ることとしている。在仏アルジェリア人の本国帰還者人

員をめぐって，当初フランス政府は年間10万人の帰遠を

｝．張して譲らなかった。他方，アルジェリア政府は本国帰

還人員を可能なかぎり縮小することを目的としていたた

めに交渉は難航したものの，ついに年間3万5000人で杖

力が合意に達したものである（注14)。このことは，現在アル

ジェリアが多くの非就業労働人口および潜在的失業人！ l

を抱えており，在仏アルジェリア人労働者を急激に吸収

することができないことを示している。アルジェリアに

おける雇用創出の不十分さについて，アルジェリア国土

整備・計画相は以下のように指摘している。すなわち詞

相は「1980年現在の人口は185()万人であるが， 84年：、こぱ

2200万人、 90年には2600万人に増加する。このため80~

84年にかけて20万人から30万人の雇用創出をしなければ

ならない。また90年までには570万人の新規労働力人rl

が労働市場に出現することになる。これぱ現在の総就業

労働人1」約200万人の 2倍以上の雇用創出を実現しなけ

ればならないことを示している」と述べている（注15>0 :: 

のように）祇用Oll出はアルジェリアにとってきわめて大き

な課題となっており，在仏移民労働者の帰還ぱ現在の間

題に一層のボlfを加える要因として存在していることが

わかる。

第 2に，アルジェリア政府は，本国に帰還する労働者

が未熟練労働者および単能工であるかぎり，これを受け・

入れることができないことを主張し，フランス政府に対

して移民労働者の職業訓練および末熟練労働者の熟純労

働行への養成を要求していることである。このため本協

定では本国帰還を希望するアルジェリア人労働者に本国

で求められている技能水準に適応できるように職業訓練

を施すことが，フランス政府の義務条項として規定され

ている。というのは， 78年度センサス（注16)によって在仏

者
）
者
者
名

者働
働
労
働
働

錬
労
熟
労
労
術

未（
 

体

r媒
務

じ有
肉
単
熟
康
技

．．．．．．．．．． 

A
B
C
D
E
 

11万4660人(26.0%)
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1万4280人(3.2%)
1260}、（（）.3%)

合

アルジェリア人労働者の職能分布をみると，下表に示さ

れるように，肉体労働者と単能エ（未熟練労働者）が全

体の70.1％も占めているからである。

在仏アルジェリア人移民労働者がフランス労働市場で

こうした下位職能部門に集中しているため，彼らの本国

帰還によって下位職能部門の労働力人口内部で厳こい摩

擦が生じることになる。またアルジェリア政府は1990年

までに20万人の麻級技術者と50万人の職長の養成を計画

しており，この計画を実現していくためにも在仏移民労

働者の職業訓練が必要とされるのである芥17)0

第3に， 1962年以前にフランスに入国したアルシェリ

ア人ぱ1990年まで滞仏が許可されたことである。このこ

どは，アルジェリア政府が可能なかぎり在仏アルジェリ

ア人移民労働者の本国帰還を抑制しようとしていること

を示している。

以上みてきたように，アルジェリア人労働者はフラ：／

ス，本国双方の労働市場で下位眼能部門を支えており，

きわめて従属的な性格が強いことがわかる。

（叶 1〉 1973年9月1日，アル／ェリア政府It,「移

昌渡仏禁止令」を布告した。こ i．によって，ア）lンこ

！ア人移民労働者り）フランスヘ¢)流入は停止された。

こ，,;梢置；，J.，あくまてもフランス；:対する政治的対抗

策てあって，アルジェ）ア昌内における完仝面用が吏

現した結果によるも刀てはなし、。この点にかんして

：t, 前掲拙稿「フランス労働市場と外匡人労慟力」お

；ひ以下を参照。 Fernando, 11artos, "Les travai・

lleurn もtrangers en France," Revue d'economie 

か）litique,第88号， 881・ Annee (1978年11/12月）， 968

~l()(）8ペーン。

（lt.2) 拙稿「フランス労慟市場と外国人労慟力」

（『ア／ア経済』第21巻第 6号 1980年6月）。

（注 3) Trebous, M.; 0, Ouhadj, "L'immigration 

de travailleurs algもriens,"Project, 第70号 (1972年

12月）， 1235~1236ペー；。

（注 4) Rifflet, R., "Employment Policy Prospects 

in the European Communities," International 

Labour R~>view, 弟 l13巻第 2 号 (1976年 3I 4月），
142~143ページ。

(/l: 5) Annuaire de l'.ilfrique du Nord 1978, 

バ ,1,CNRS, 1979年， 291ページ。

(tL 6) Le Dossier de l'immigration, Ministさre

du Travail, Secretariat d'Etat aux Travailleurs im-

migrもs,Direction de la Population et des migration 
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Ⅵ　結語
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(1976年11月）， FicheNo. 2。 での移民受け入れ国が移民の流入を制限するだ｛ナではな

(117) 詞上， FicheNo. 2。 ＜移民労働者の本国帰還政策を積極的にとるにいたった

(il.8) 「n]上， Fiche No. 1 およぴ A1ar(•9l¢s— ことである。たとえば， 80年9月1813, アルジェリア・

Tropicaux, 1981卯11月28LI, ：凶1ペー／。 フランス政府間で調印された「在仏アルジェリア人労働

（礼9) Trebous, 前掲論文， 1234ヘーシ。 者とその家族の本国帰還にかんする協定」 （本協定で対

（礼10) Charte Nationale du Peuple Algerien, 象とされるのは1962年7月 1日以降フランスに入国した

ハリ， EditionsSociales, 1976年， 266ヘー／。 約40万人のアルジェリア人）では83年12月31日までに年

（注11) Cubertafond, B., "Reflection sur la 間3万5000人の在仏アルジェリア人の本国滞還を定めて

pratique algもrienne," Maghreb-Machrek, 第69砂 いる。当初フランス政府は，年間10万人の在仏アルジェ

(1975年7,8, 9月）， 25~33ページ。 リア人の帰還を主張していたことに示されているよう

（注12) lvfarches-Tropicaux, 1980年10;i24li, iこ，いまや従来の移民供給国にとって移民労働者の逆流

2605ペーシ。 現象はきわめて重大な開題となっているといえよう。

（注13) Marches-Tropicaux, 1980年11)]28 IJ, （法政大学講師）

3148ペーシおよび El・Moudjahid, 1980年10月211。

（注14) Marci直 Tropicaux, 1980年11月28ll,

3148ペーシ。

（注15) Debat Autour du Prochain Plan, HL-

Moudjahid, 1980年2月22/23LI。

（注16) Revolution,4.fricaine, 1978年6月281:l

~7月4n, 22~23ヘーン。

（仕17) EL・Moudjahid, 1980年2月22/23H。
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本稿の目的は，アルジェリア人移民労働者のフランス

への流入のメカニズムをアルジェリアの廂用構造ならび

に雇用創出との関連において捉えることにあった。した

がって力点は，もっぱら移民供給国側の雇用パターンの

分析におかれた。そうすることによってアルジェリアを

一つのケースとする「開発途上国」が現在直面している

社会・経済開発上の諸困難の問題の所在を明らかにしよ

うとしたものである。

このことは以下の意味において重要である。第 1に，

移民供給の問題は移民供給国自体の供給要因の解明をま

つことなしには明らかにされないということである。第

2に，供給要因そのものは移民供給国の開発政策に大き

く依拠しているということ。第3に，アルジェリアをは

じめとする移民供給国が独立後とってきた外部依存的な

形態での国内雁用問題緩和政策は，少なくとも197:3年以

降の現段階ではとりえなくなっているということ。換言

すれば，外部依存的解決策が困難になったことによ';て，

これら途上国の国内問題として雇用問題が肥大化してい

るということである。

さらにこの問題を重大なものにしているのは，これま
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